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避難行動要支援者名簿に関する検討状況について1
瀬戸内市総務部総務課
矢　吹　龍直郎
第１　避難行動要支援者名簿を避難訓練に使えないのか
１　なぜ避難訓練に使いたいのか？
　避難行動要支援者名簿を避難訓練に使えないのか、について武藤報告とも重なる部分もあるが、
検討の動機として述べておく。
　今回の検討は、「名簿を避難訓練に使いたい。」「自主防災組織や自治会内で共有したい。」という
相談を受けたことから始めたものである。
　なぜ、避難訓練に使いたいかについては、他の自治体でも同じかもしれないが、瀬戸内市では、
災害時の避難について、大枠として、次の３つに分けて考えている。
①　自助、自分で避難するということ。
②　共助、近隣、自治会で助け合うこと。
③　公助、行政が助けに行く、ということ。
　この三段階に分けて考えている。この中で、公助については、消防職員も一般の職員も限られて
おり、圧倒的に人手等が足りない。そこで、基本的には自助で対処できない方については、共助に
頼り、近隣の皆様で助け合っていただかざるを得ないことになる。しかし、共助において、いざ災
害が発生したときに名簿を開くのでは遅いのではないか、という問題意識がある。すなわち、岡山
の場合であれば、南海トラフの大地震の津波なら、十分な時間があるかもしれない。しかし、先日
の鬼怒川の氾濫のように、瀬戸内市で言うなら、「近隣の河川である吉井川の堤防が切れました」、
「さあ逃げなければ」、ということになった場合は、「何かあってから名簿を開きました。」では遅す
ぎると思われる。
　さらに、これから高齢化がますます進めば、必然的に共助に頼る方が増え、ますます共助をスム
ーズに行える環境整備が必要なのではないか、災害時に誰を助けに行けばいいのか共助を行う側の
1	 本稿は、平成27年10月３日に開催された第11回岡山行政法実務研究会で発表した内容に手入れしたものである。研
究会の後、今年４月には、熊本地方を中心とした大地震があり、非常に多くの方が被災されたことは記憶に新し
い。被災された方々の一日も早く元の生活を取り戻されることをお祈りするとともに、災害時における個人情報の
取扱いについての本発表での問題提起が、１人でも多くの人命救助に役立てばと思う。
	 　私は、市役所では個人情報保護・情報公開、法制執務などを担当しており、発表では、当市危機管理課課長補佐
の武藤の報告にもあった避難行動要支援者名簿の共有に関する問題意識について報告した。問題意識の提起という
性格が強く、また、私自身の誤解に渡る部分もあると思われるが、皆様の検討の一助となれば幸いである。
「臨床法務研究」第17号
－80－
方々に前もって知ってもらう必要はないのか、と名簿の共有について問題意識が生じ、個人情報保
護担当者サイドにご相談をいただいた、というところである。
２　では、なぜ平時から提供できないのか？
　なぜ平時から提供できないのか、この点を整理してみたい。まず、平時にこの災害対策基本法で
作成する避難行動要支援者名簿を提供できる範囲の整理であるが、レジュメに抜粋した災害対策基
本法第49条第２項にあるとおり2、民間に関しては、「社会福祉協議会、自主防災組織その他避難支
援等の実施に携わる関係者」まで本人の同意などを得たうえで共有することができる、ということ
になっている。
　そこで、平時にこの名簿を自治会等で共有する根拠として、「その他避難支援等の実施に携わる関
係者」ということとして、自治会をこれに含めることは無理なのか、ということも考えられる。し
かし、これは武藤補佐の報告にあったように、内閣府の指針には名簿を取り扱う者を限定し、研修
等を行わなければならないとあり、厳重に取り扱うことが求められている。現実的には、自治会の
皆さんに一人一人、研修を受けて頂くということは不可能と思われるし、研修をするのは、防災担
当課か個人情報担当課か、ということになり、全市的に研修をするとすれば人数的にも正直、厳し
いものとなっている。そこで、やはり避難行動要支援者名簿は、法律上は、広く避難訓練等に使う
ために共有するものにはなっていないのではないかと思われる。
３　このような制限がかかっている理由は？
　では、このような制限がかかっている理由は何なのか、について考察する。名簿の内容として、
中村教授のお話にもあったとおり、災対法第49条の10第２項では①氏名、②生年月日、③性別、④
住所又は居所、⑤電話番号その他の連絡先、⑥避難支援等を必要とする事由、⑦その他必要と認め
る事項を記録することとなっている。この中で、「避難支援等を必要とする事由」が問題といえる。
この項目で記録する中身は、レジュメに引用した宇賀教授の記載によれば、障害の種類及び程度な
どを記録することになっている。
　これが、個人情報の中でも特に慎重に取扱うべきとされる、センシティブ情報、今国会で改正さ
れた個人情報保護法でいうような要配慮個人情報に当たると考えられる。この要配慮個人情報につ
2	 災害対策基本法第49条第２項
	 　市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、消防
機関、都道府県警察、民生委員法	（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和二十六
年法律第四十五号）第百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に
携わる関係者（次項において「避難支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、
当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報によつて
識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでない。
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いては、この情報自体が、差別の原因となってきた、他人にはあまり知られたくないという風に言
われてきたので、慎重に扱う必要があり、内閣府の指針のように外部提供に関して慎重になってい
るのではないかと考えられる。
第２　何とかして情報提供を平時からできないのか
１　他市区町村の事例の検討
　では、これまで見た避難行動要支援者名簿に記載されている情報の性質を踏まえて、何とかして
他の手段を含めて情報提供を平時からできないのだろうか。
　ここで、災害対策からは少し離れて、名簿の地域での活用という視点からは、レジュメに挙げて
いる、箕面市のふれあい安心名簿条例の取り組みが参考になるかと思われる。これは、地域団体の
活動の活性化及び災害時連絡用の名簿ということである。自治体職員の方であれば経験があるかと
思われるが、個人情報保護への過剰反応は年々激しくなっている。自治会内部でも同様で、何とか
ならないかとのお話を市民の方からもいただいているところである。これに対応して、ホームペー
ジや条例を見る限り、この条例で名簿の作成の手続きを定めた上で、この名簿に行政の品質保証を
与えるという制度のようである。そこで、このような名簿を災害に応用することができないのだろう
か。
２　名簿の仕様
　そこで続いて、どのような名簿が作りたいかについて、ここまでの検討を行った時点で危機管理
課の方に「こういった名簿があればではどうでしょうか」という風に投げかけをしてみた。その内
容が、⑵名簿の仕様に挙げているとおりである。
（研究会のレジュメより抜粋）
⑵　名簿の仕様（どんな名簿が作りたいか。）
・平時より避難訓練に使えるものとする。
・外部提供を想定し、センシティブ情報の記載は極力省く。
→避難行動要支援者名簿の「避難支援等を必要とする事由」の代わりに「必要な援助」簡単に
記載するのみにとどめるイメージ。（（例）避難情報を電話連絡して欲しい。避難準備情報が
出たら様子を見に来て欲しい。など）
←逆に必要な援助が複雑になるような方（医療行為が必要など）は、避難行動要支援者名簿に
　基づき、公助による救助を考えるべきではないか。
・なるべく、共助の必要な方を広くとる。
・名簿作成の手間をなるべく省く。
→既成（又は作成中）の避難行動要支援者名簿を流用できないか。
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　平時から使えないものでは困るということと、共有を念頭に置くのであれば、先ほど、避難行動
要支援者名簿が共有できない理由として挙げた、センシティブ情報の入る余地を削っていく必要が
ある。代わりに、どういう支援が欲しいか、ということを簡単に記録できれば、十分に災害支援の
用は足りるのではないかと思われる。（もちろん、この支援の内容がセンシティブ情報につながって
いく危険性はあるので、その記載内容は十分吟味する必要がある。）こうした仕様を想定すると、災
害時という一刻を争う状況の中で使う名簿なので、なるべく最新の情報にアップデートしておく必
要がある。そのため、アップデートの頻度もそれなりに多くなると考えられることから、名簿作成
の手間を金銭面でも、マンパワーの面でもなるべく省く、ということがある。
　このような名簿に関して、さしあたり、２種類の作成方法の案を検討してみた。まず一つが、箕
面市のように自主防災組織で独自の名簿を作っていただき、市としてはその手続き面での支援を行
うということが考えられる。ただ、この場合、あくまで市民の方主導なので、名簿内容での連携な
どは工夫が必要であるし、各自主防災組織のやる気のあるなしが大きく影響する。
		一方、避難行動要支援者名簿を流用することも考えられる。これに関しては、名簿作成の手間は
確かに省けるが、避難行動要支援者名簿の目的外利用なので、条例等でする必要があると思われる。
条例の制定に当たっては、法律との抵触を検討しながら、お決まりの徳島市公安条例事件判決を横
目に検討しながら、ということになるかと思われる。
	（レジュメより抜粋）
⑶　作成する名簿とその問題点
・避難行動要支援者名簿からセンシティブ情報を削除し、これに共助を必要と申請があったもの
　を加えた名簿
←名簿作成の手間は省ける。
←避難行動要支援者名簿の目的外利用と言えるため、条例等でする必要がある。
←条例で作成する場合、法律との抵触を検討する必要がある。
・自主防災組織等で名簿の独自作成を行ってもらう。
←個人情報の過剰反応に関しては、前掲箕面市の例が参考となる。
←災害対応以外にも活用の可能性が考えられる。
←自主防災組織で独自に保有するため、市と名簿内容面で連携をとるには工夫が必要。
第３　その他避難行動要支援者名簿の共有に関する疑問点
１　避難行動要支援者名簿の外部提供に伴う同意について
　最後に、避難行動要支援者名簿の共有に関する疑問点について、問題提起をしてみたい。
　まず、外部提供に関する同意であるが、オプト・アウト方式で同意をとることが許されるような
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議論があると聞いている。個人情報保護法制がオプト・イン方式を前提としていると理解している
が、どのような根拠でできるのか。私は、審査会の意見が必要なのではないかと考えているところ
である。
２　災害の具体例
　武藤報告にあったが、「災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合において」と言う文言
が災害対策基本法にもでてきている。例えば、災害時に名簿情報を関係者に提供することができる
とされている（災害対策基本法第49条の11第３項）中で、災害の定義が具体的でないという指摘が
ある。今回の避難行動要支援者名簿に絞ってこの災害の定義を検討すれば、この名簿にはセンシテ
ィブ情報が含まれており、その知らせたくない情報を知らせていい状況・災害とは何だろうか、と
いう疑問と整理される。逆に言えば、その知らせたくない情報を知らせていい状況と言う風に、こ
の「災害」という語句は定義されるのではないかと考えるが、具体例はどのようになるのか、とい
う問題意識は、災害時に判断を見誤らないためには必要ではないかと思う。もちろん、南海トラフ
の大地震や、当市で言えば、吉井川が氾濫し全市で浸水した、などの誰の目にも明らかな場合は、
議論の必要はないが、風水害のように刻々と災害が進行していく中であるとか、災害の規模が（語
弊はあるが）微妙な場合、名簿情報を共有するかどうか判断に迷う場合にどのように考えるのか、
この辺りは不明確なまま問題点として、残っている。
３　災害の具体例に関する研究会後の意見
　なお、この点、研究会後の検討とはなるが、中村教授に「各地域での共通理解があるのではない
か」とのご指摘を頂いた。確かに、一口に災害といっても、地域ごとに深刻な被害を生じる災害は
異なると考えられるし、法律で全国一律に定義を加える、ということは誰の目にも明らかな大災害
（「災害」の定義に疑義が挟まれる余地が無い）の場合を除いては、非現実的とも思える。
　そのことからすれば、地域の特色にあわせて、条例・規則や地域防災計画等であらかじめ定めて
おく方が無難なのではないかと考える。それに伴い、災害対策基本法にこれらのことを条例等に委
任する法改正が必要なのではないかと考える。また、現状の次善の策としては、個人情報の外部提
供の事前を得ておくということが考えられる。各自治体において、個人情報保護条例に外部提供で
きる場合として、事前に外部提供の同意を得ている場合という規定を持っているはずである3。
3	 （参考）　瀬戸内市個人情報保護条例第９条第２項
	 （目的外利用及び外部提供の規制）
	 第９条　（略）
	 ２　実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、登録業務の目的の範囲を超えて実施機関以外のもの
　　に保有個人情報を提供してはならない。
	 ⑴	 法令若しくは他の条例の定めがあるとき又は国若しくは他の地方公共団体に提供する場合でその業務の遂
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　そこで、避難行動要支援者名簿の作成時において、想定される災害の程度を挙げた上で、避難行
動要支援者名簿の共有という個人情報外部提供に関する同意を得ておくということは考えられるの
ではないかと思う。（もっとも、これに関しては、その同意内容に縛られてしまうという指摘もあり
得るところである。）
　なお、この避難行動要支援者名簿作成における同意に関しては、民間での共有の場合以外にも、
同意の取り方によっては、法律で認められている消防機関、都道府県警察及び民生委員への提供で
も提供に支障が出る場合がある。（例えば、名簿情報の収集にあたり、外部提供に関して同意・不同
意のみ聞くような様式を取ってしまった場合、上述の公的機関への提供も法律上不可能と考えられ
る。）これから避難行動要支援者名簿の作成を考えている、又は、名簿の更新のため様式の再検討を
考えている自治体の皆様には、一度ご考慮をいただきたいと思うところである。
	 	 行のために必要があると認められるとき。
	 ⑵	 外部に提供する保有個人情報が瀬戸内市情報公開条例第７条第２号ただし書に該当するとき。
	 ⑶	 外部に提供することについて、あらかじめ本人の同意を得ているとき。
	 ⑷	 前各号に掲げるもののほか、特に必要があるとして実施機関が審査会の意見を聴いて認めたとき。
